
国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 18,335 -1.8% -6.3% -4.1%
東証株価指数（TOPIX） 1,459 -2.1 -7.1 -3.9
東証REIT指数 1,726 -2.7 -3.2 -6.9
米ダウ平均株価 20,453 -1.0 -2.4 3.5
米S&P500指数 2,328 -1.1 -2.4 4.0
米MSCI REIT指数 1,169 0.9 2.7 1.9
MSCI ワールド（先進国） 1,832 -0.7 -1.2 4.6
MSCI AC欧州 422 -0.3 1.3 5.5
MSCI エマージング 960 -0.1 1.8 11.4
MSCI ACアジア（日本を除く） 583 -0.1 2.3 13.5
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 108.64 -2.2% -4.2% -7.1%
ユーロ 115.36 -1.9 -5.2 -6.2
豪ドル 82.32 -1.2 -5.8 -2.3
ニュージーランド・ドル 76.01 -1.4 -4.8 -6.1
ブラジル・レアル 34.55 -2.1 -5.4 -3.9
メキシコ・ペソ 5.86 -1.5 -0.6 3.9
トルコ・リラ 28.77 -3.9 -6.7 -14.0
南アフリカ・ランド 8.08 -0.1 -8.9 -5.3
中国人民元 15.77 -1.7 -5.0 -6.2
インドネシア・ルピア (x100) 0.82 -1.9 -3.5 -5.8
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.24 -0.14 -0.26 -0.21
ドイツ10年 0.19 -0.04 -0.23 -0.02
日本10年 0.01 -0.05 -0.09 -0.04
ブラジル2年 9.54 -0.03 0.00 -1.49
メキシコ2年 6.85 0.03 0.01 0.07
トルコ2年 11.46 -0.02 -0.12 0.83
インドネシア2年 6.58 -0.12 -0.27 -0.89
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,288 2.5% 7.3% 11.9%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 53 1.8% 8.8% -1.0%
VIXボラティリティ指数 15.0 24.0% 37.2% 13.7%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年5月1日~2017年4月14日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年5月1日~2017年4月14日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年5月1日~2017年4月14日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 4月11日    ユーロ圏：2月鉱工業生産（前月比）、実績-0.3% 
• 4月12-13日   ブラジル：金融政策会合、市場予想通り1%の利下げ 
• 4月14日    米国：3月小売売上高（前月比）、実績-0.2%、前月-0.3% 
• 4月14日    米国：「半期為替報告書」、中国を為替操作国に認定せず 

Q. 先週の日本株式市場の動きと今週の注目点は？ 
①北朝鮮問題などの地政学リスクの高まり、②トランプ米大統領のドル高
けん制発言、③日米通商問題への懸念、④米国の3月の消費者物価指数
や小売売上高の弱い結果などから、円高と株安が進行している（日経平均
株価は、5週連続の下落）。今週は、日米経済対話やフランス大統領選挙な
どの政治リスクがもたらす、更なる円高、株安の可能性に注意したい。 

Q. 今週の主なイベントは？ 
• 4月17日    中国：17年1-3月期実質GDP成長率（前年比）、 
                 市場予想+6.8%、前期実績+6.8% 
• 4月18日    日米経済対話、麻生財務相やペンス米副大統領らが出席 
• 4月20日 インドネシア：中央銀行政策会合、市場予想据え置き 
• 4月20-21日   G20財務相・中央銀行総裁会議 
• 4月21日 米国：4月製造業PMI、市場予想53.5、前月実績53.3 
• 4月23日    フランス：大統領選挙第1回投票（第2回投票は5月7日） 

Q. 米国企業の決算のポイントと今後の見通しは？ 
先週から本格化している米国企業の17年1-3月期決算では、前年同期比で
10%程度の高い増益率が予想されている。ただし、業種別でみた場合、増
減益率のばらつきが大きいという特徴がある。 
【高い増益率が見込まれる業種】 世界経済の拡大を受け、「エネルギー、
素材、テクノロジー」など、景気敏感な業種の決算が良好な見通し。「エネル
ギーや素材」は、景気加速の恩恵や、石油、石炭、鉄鋼などの供給の削減、
投機マネーの流入などから、資源価格が前年同期比で大幅に上昇したこと
が影響していると見る。一方、「テクノロジー」はスマートフォンの高機能化や
生産拡大などの恩恵を受ける、半導体関連の企業が牽引役となることが見
込まれる。ただし、足元では資源価格や半導体売上高の伸びに一服感が見
られるため、今四半期以降は、増益率がやや減速する可能性に注意したい。 
【減益が見込まれる業種】 「資本財や一般消費財」などの業種が減益とな
る見通し。これには、17年1-3月期の米国の個人消費や設備投資の伸びが、
やや勢いを欠いたことも幾分影響したと見ている。「資本財」は、原油価格
の上昇により利益が圧迫される航空業界が最も軟調だが、その影響を除い
ても減益となる見込み。「一般消費財」は、自動車販売の減少をはじめ、個
人消費が伸び悩んだことや、ネット通販との競争が厳しさを増す、店舗営業
型の小売企業の業績が奮わないことなどが減益予想に繋がったと見る。た
だし、米国の企業や家計のマインドは引き続き底堅いことなどから、今後は
個人消費が力強く伸び、それが設備投資の拡大に波及する可能性がある。 
【今後の見通し】 17年1-3月期に好調だった業種の増益率のピークアウト
に注意するとともに、不調だった業種が増益に転じることに期待したい。総じ
てみれば、引き続き米国企業の業績は堅調に推移し、2017年年間で、１桁
台後半の増益率と、米国株式の底堅い推移を予想している。 
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出所： Bloomberg, J.P. Morgan Asset Management 
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